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１．今回の改訂の特徴
コンクリート標準示方書［施工編］は，［本

編］，［施工標準］，［検査標準］および［目的別

コンクリート］で構成している。［特殊コンクリ

ート］から名称を変更した［目的別コンクリー

ト］には，生産性向上，環境負荷低減，機能を

付与したり性能を向上させたコンクリート，特

別な施工方法を適用するコンクリート等，大き

く４つの目的に分類したコンクリートの施工の

標準を［本編］の基本的な考え方に基づき記載

している。なお，生産性向上を目的としたコン

クリートには，締固めを必要とする高流動コン

クリートを，環境負荷低減を目的としたコンク

リートには，混和材を大量に使用したコンクリ

ートおよび再生骨材コンクリートを，機能を付

与したり性能を向上させたコンクリートには，

打込み時のコンクリート温度が35℃を超える暑

中コンクリートを追加した。

今回の改訂では，検査の位置づけを見直して

いる。検査とは，検査項目，試験方法，頻度

（時期）および合格判定基準で構成されるもの

で，発注者の行う検査は，［検査標準］に，施工

者の行う検査は，［施工標準］の品質管理に記載

した。なお，品質管理の目的は，構造物の品質

を保証することと，施工における問題を解決し

て品質を改善することである。品質保証は，工

程管理と工程検査を実施することで実現できる

ものであることを示した。

示方書では，圧縮強度の特性値を下回る確

率，すなわち，不良率を５％としているが，全
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[施工編]
コンクリート標準示方書

2023 年制定

～製造者・施工者が留意すべきポイント～

土木学会コンクリート委員会（岸利治委
員長）は今年３月に刊行された 2022 年
制定コンクリート標準示方書「基本原則編」
「設計編」「維持管理編」に続き，10月に
2023年制定「施工編」，「ダムコンクリー
ト編」および「規準編」を発刊。改訂示方
書がすべて出揃った。
本誌では，コンクリート製造者と施工者
にとって特に関連深い「施工編」の改訂概
要について，コンクリート標準示方書改訂
小委員会よりご寄稿いただいた。
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ての発注者が，不良率に５％を求めているわけではない

現状を踏まえて，発注者の行う圧縮強度の検査は，発注

者の設計基準および検査基準に適合する判定基準で行う

ことにした。発注者が，不良率に５％を求める場合に

は，施工者が自ら製造するコンクリートであっても，レ

ディーミクストコンクリートであっても，発注者は，不

良率が５％以下であることを検査する必要がある。JIS

認証品のレディーミクストコンクリートを用いる場合に

は，施工者は，設計図の設計条件表に示される圧縮強度

の特性値に対してその不良率が５％以下となるレディー

ミクストコンクリートを購入することに責任を負うこと

になる。生産者から施工者に責任が引き継がれる受入れ

検査では，施工者は，指定した呼び強度のレディーミク

ストコンクリートがJIS A 5308の規定に適合することを

検査する必要があり，施工者から発注者に責任が引き継

がれる発注者の行う検査とは，目的も方法も異なること

に留意する必要があることを示した。

２．�スランプフローで管理する
コンクリート

［施工編］では，従来からスランプが８cm程度の流動性

をスランプで管理する一般のコンクリートと，高流動コン

クリートのようにスランプフローで管理するコンクリート

を扱っているが，近年，社会的要請として，特に生産性向

上に寄与することができる「流動性をスランプフローで管

理するコンクリート」の普及が求められるようになってい

る。これに応えるべく，今回の改訂では，［施工標準］に

自己充塡性を有する高流動コンクリートを加えるととも

に，［目的別コンクリート］に締固めを必要とする高流動

コンクリートを加え，スランプからスランプフローで管理

するコンクリートまで一貫して用いることができるように

した（図－１）。 

従来，［特殊コンクリート］にあった自己充塡性を有

する高流動コンクリートは，施工実績が多数蓄積されて

いることに加え，品質管理および検査以外に特別な配慮

を必要とする項目がないため，「11章 高流動コンクリー

トを用いたコンクリート工」として施工標準に組み入れ

た。これまで［施工標準］では，大きな誤りが生じない

よう，要求する品質は，JISの範囲内としてきた。これに

対して，高流動コンクリートは，JIS A 5308のJIS認証品

の中から選定するのではなく，施工者が製造に関与し，

レディーミクストコンクリート工場に製造を委託するこ

とを前提としている。そのため，高流動コンクリートの

品質を確保するために，施工者には高流動コンクリート

に関する知識を有していることを，レディーミクストコ

ンクリート工場には品質マネジメント能力があることを

求めている。また，［施工標準］では，スランプフローが

55cmおよび60cmのものをJIS 認証品の中から選定する

ことが可能であることも示しているが，別途，自己充塡

性を満たすことを確認しなければならないこ

とに留意する必要がある。 

新設した締固めを必要とする高流動コンク

リートは，基本的には，2023年２月に発刊

されたコンクリートライブラリー 161「締固

めを必要とする高流動コンクリートの配合設

計・施工指針（案）」に準じた内容である。

フレッシュコンクリートの品質は，流動性，

材料分離抵抗性および間隙通過性で表し，そ

れぞれ，スランプフロー，粗骨材量比率およ

び間隙通過速度で評価することとしている。

なお，粗骨材量比率や間隙通過速度の試験方

法は，それぞれJSCE-F701，JSCE-F702附属

書１（規定）として新たに規準化されたもの

である。一般的な配筋条件での適用を想定し

たタイプ１と，高密度な配筋条件での適用

を想定したタイプ２の２種類を例示してい

る。このコンクリートは，スランプで管理す

る一般のコンクリートと比べて流動性が高図－１　流動性と充塡に必要な締固めの程度の関係
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いため，打込み間隔を拡げたり，補助的な締固めで充塡

できるなど，生産性の向上に貢献できるものである。一

方で，安易に流動性を高めすぎると，材料分離抵抗性や

間隙通過性が低下して，充塡不良等の不具合が生じる要

因となる。このため，配合を選定する際には，目標とす

る材料分離抵抗性と間隙通過性を確保できる流動性（ス

ランプフロー）の範囲を確認し，その結果からスランプ

フローの許容差を設定することとしている。また，JIS A 

5308のJIS認証品の中から，流動性をスランプフローで管

理するコンクリートを選択する場合にも，材料分離抵抗

性と間隙通過性を満足することを確認する必要がある。

将来的には，現在，３つに分類されている一般のコンク

リート，締固めを必要とする高流動コンクリートおよび自

己充塡性を有する高流動コンクリートが，充塡性（または

流動性）を指標に連続的に配合選択できる体系が構築され

ることが望まれる。

３．35℃を超える暑中コンクリート
2012年版の示方書改訂において，打込み時のコンクリ

ート温度に関する記述は，「35℃以下でなければならない」

から「35℃以下を標準とする。コンクリート温度がこの上

限値を超える場合には，コンクリートが所要の品質を確保

できることを確かめなければならない」に変更され，35℃

を上回る場合に確認すべき５項目（フレッシュコンクリー

トの品質，硬化コンクリートの強度，施工，温度ひび割

れ，初期の高温履歴）が明記された。そのため，この５項

目を満たすことを確認すれば35℃を超えて打ち込むこと

は可能であったが，現実的には個々の工事でこれらを確認

するのは容易でなかった。

さらに，昨今の地球温暖化等による気温上昇により，今

後ますます打込み時のコンクリート温度を35℃以下に保

つことが困難な場合が増加すると推測されている。一方，

従来の化学混和剤に比べ，流動性を長時間保持でき，か

つ，凝結時間を適切に遅延できる混和剤の技術開発が進

み，夏期のコンクリート温度が非常に高い環境下において

も，フレッシュコンクリートの性状を従来よりも長時間確

保することが可能になり，実際の工事にも適用され始めて

いる状況にあった。

そこで，今回，新たな章を設け，JSCE-D504に示され

る試験方法に準じた試験を行い，表－１に示す評価基準

を満足できる混和剤を用いたコンクリートに限り，打込

み温度の上限を38℃に緩和させることとした。なお，単

にこの混和剤を用いれば良いのではなく，できるだけ速

やかに打込み・打重ねを行うこと，コンクリート温度が

上昇しないように，材料の冷却，日よけの設置等の対策

を講じる等，これまでの暑中コンクリート対策として行

ってきたことは実施するのが前提である。また，コンク

リート温度が35℃を超えるような環境は，従事する作業

員の方々にも相当な負担を強いることになるため，小ま

めな休憩と水分補給，人員の補強等についての配慮も必

要である。

打込み温度の上限を緩和させたるための配合面の対応と

しては，あらかじめ大きな流動性のコンクリートを用いる

方法等も考えられるが，十分な実績調査等が行えなかった

ことから記載は見送った。現在，土木学会コンクリート委

員会「暑中コンクリートの設計・施工指針に関する研究委

員会（253委員会）」が暑中コンクリートに関する指針を

作成している最中であり，適用できるコンクリートの種類

や作業環境の確保などに関する新たな知見が盛り込まれる

ことが期待される。

４．再生骨材コンクリート
示方書改訂小委員会では，2007年改訂の際から，改

訂作業の度に再生骨材コンクリートの新設を議論してき

た。近年では，SDGsの推進，循環型社会やカーボンニュ

ートラル社会の実現に向けた取り組みが世界中で急速に

進められており，そのような社会的要請を踏まえ，今回

の改訂で改めて議論し，再生骨材コンクリートを新設す

ることとした。

この章では，JIS A 5022「再生骨材コンクリートM」ま

たはJIS A 5023「再生骨材コンクリートL」の認証品のみ

を対象とし，それぞれのJISの表示認証のない工場で製造

した再生骨材コンクリートは適用外である。このため，基

本的にはJIS A 5022またはJIS A 5023に準じた内容とし

ているが，以下の２点は，JISの規定よりも厳しい規定と

した。

項目 判定基準

練混ぜから60分後のスランプの低下量 ６cm以内

練混ぜから 60 分後の空気量の変化量 ± 1.5% 以内

貫入抵抗値が 0.1N/mm2に達する時間 練混ぜから3.5時間以上

凝結の始発 練混ぜから 12 時間以内

表－１　混和剤に求める基準
（試験時の室内温度：36±２℃）
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１つ目は，再生骨材はアルカリシリカ反応性の区分B

（無害でない）として取り扱うことである。理由は，原コ

ンクリートの使用材料や配合に関する情報，入荷ロットご

との再生骨材のアルカリシリカ反応性試験の結果が得られ

ていたとしても，その結果が必ずしも製造した再生骨材コ

ンクリートのアルカリシリカ反応性を保証できるとは限ら

ないこと，再生骨材コンクリートの施工実績が少なく，実

環境におけるアルカリシリカ反応に関する調査結果の情報

が乏しいこと等のためである。

２つ目は，耐凍害性が求められる部位に適用する場合に

は，再生骨材のみならず再生骨材コンクリートが所定の耐

凍害性を有することを確認することである。JIS A 5022で

は，附属書Aで示される試験により耐凍害性を有するこ

とが確認された再生骨材を用いることで，耐凍害性が要求

される箇所に適用できるとしている。しかし，耐凍害性が

要求される箇所への再生骨材コンクリートの適用事例は少

ないこと等を踏まえて，JIS A 5022の規定を満足する再生

骨材を用いることに加えて，JIS A 1148「コンクリートの

凍結融解試験」を行うなどして，実際に使用するコンクリ

ートが設計図書に示される耐凍害性を有することを確認す

る必要があるとの規定とした。

適用先としては，再生骨材コンクリートMは，乾燥収

縮および凍結融解の影響を受けにくい部材（杭，地中梁，

フーチングおよび基礎コンクリート），再生骨材コンクリ

ートLは，非構造体（均しコンクリート，裏込めコンクリ

ート，間詰コンクリート，中詰めコンクリート，重力式擁

壁，消波ブロック，根固めブロックおよび植生ブロック）

であることを記載している。これらは，それぞれのJISの

記載と同様である。

今回，再生骨材コンクリートの土木分野における製造，

適用実績が少ない現状を踏まえて，アルカリシリカ反応抑

制対策と耐凍害性の確保に関する規定をJISより厳しく設

定した。今後，製造および適用実績が増大し，これらの規

定が緩和され，将来的には，普通骨材を用いた一般のコン

クリートと同様に広く活用されることが期待される。

５．�設計図書の設計条件表と特性値に
基づく配合選定

［施工標準］「４章 コンクリートの配合」において，求

められる品質を確認した上でコンクリートの配合設計を行

うように配合設計フローを改訂した。施工者は，設計図書

に記載された設計条件表により，圧縮強度および耐久性に

関する特性値，セメントの種類，最大水セメント比（もし

くは水結合材比），単位水量の上限値，単位セメント量の

上限値または下限値，骨材の種類，粗骨材の最大寸法，ス

ランプおよび空気量の範囲等のコンクリートの配合条件や

参考値を確認し，これらを考慮した上で配合設計を行うこ

とになる。なお，レディーミクストコンクリートの品質の

指定も同様である。

設計条件表に記載されるコンクリートの特性値等の一

例を表－２に示す。この表は，示方書［設計編：付属資

料］「２編：設計図に記載する設計条件表の記載項目の

例」からコンクリートの特性値，配合条件および参考値

を抽出したものである。この例では，設計条件表に圧縮

強度と耐久性に関する特性値が示されているが，配合条

件を満たしていれば，耐久性に関する特性値を満足する

とみなしてよいとしている。設計図書の設計条件表に配

合条件として，水セメント比の最大値が示される場合

は，各材料の計量の許容差やコンクリートを製造する工

場の表面水率の管理値等を考慮し，この最大値を満足す

コンク
リートの
特性値

圧縮強度※１ 27N/mm2

収縮ひずみ※２ 1,000 × 10-6

水分浸透速度係数※３ 8.0mm / √年

中性化速度係数※３ 0.93mm / √年

塩化物イオン拡散係数※３ 0.48cm2 / 年

コンク
リートの
配合条件

セメントの種類 普通ポルトランドセメント

最大水セメント比 50％

空気量の範囲※４ 4.5 ± 1.5％

コンク
リートの
参考値※５

単位水量の上限値 175kg/m3

単位セメント量の上限値 300kg/m3

骨材の種類 普通骨材

粗骨材の最大寸法 20mm

スランプの範囲 12 ± 2.5cm

※１　�材齢 28日まで20± 2℃の水中で養生を行った供試体を用いて，JIS
A 1108により試験する。

※２　�JIS A 1129により試験する。
※３　�コンクリートが配合条件に合致していることを確認することで特性値

の検査に代える。
※４　荷卸し時
※５　参考値は設計時の仮定であり，施工段階の検討により変更してもよい。

（［設計編：付属資料］「２編：設計図に記載する設計条件表の記載項目の例）」
を基に作成）

表－２　設計条件表に示されるコンクリートの
特性値，配合条件，参考値の一例
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るように配合設計を行う必要が

ある。なお，示方書［施工編］

では，コンクリートの製造工場

の表面水率の管理値が分からな

い場合，水セメント比は，設計

図の設計条件表の配合条件に記

載される最大水セメント比より

も２％小さい値を指定すること

にしている。また，単位水量の

上限値が配合条件として示され

た場合は，単位水量試験によ

り，この上限値を超えていない

ことを検査することになる。よ

って，施工者は，単位水量の上限値に175kg/㎥が指定さ

れた場合は，各材料の計量値の許容差や単位水量試験の

精度等を考慮して，例えば，単位水量が165kg/㎥のレデ

ィーミクストコンクリートを購入する等，単位水量の検

査で不合格とならないレディーミクストコンクリートの

選定を行う必要がある。

一方，設計図書の設計条件表にコンクリートの特性値を

満たす配合条件が示されず，試験により確認をすることを

前提にコンクリートの特性値が示された場合は，配合条件

も含めて参考値が示される。また，設計図書にはコンクリ

ートの特性値の算定根拠や試験方法等も示されている。施

工者は，参考値や算定根拠等を基に，施工者の経験や実績

を蓄積した技術資料等により，コンクリートの特性値を満

足し，かつより実現可能なコンクリート配合の仕様を提案

した上で，試験により特性値を確認する必要がある。この

場合の配合条件や参考値は，あくまでコンクリートの配合

設計を行う際の参考であり，コンクリートの特性値を満足

し，確実な施工が行えるのであれば厳守する必要はないも

のである。

水セメント比は，設計条件表を基に設定する水セメント

比とコンクリートの圧縮強度の合格判定基準値を満足する

水セメント比を比較し，小さい方の値を満足するように設

定することになる。

６．�コンクリート標準示方書における
施工編の位置づけ

昭和31年（1956年）制定のコンクリート標準示方書の

改訂委員会委員長であった吉田徳次郎先生は，本文の前に

置かれた『コンクリート標準示方書の適用について』で，

「……コンクリート工事において共通する原則を一般的に

示したものがコンクリート標準示方書であって……，一般

の場合は示方書を厳守しなければならない。……ただし，

そのまま適用できない場合もあり，重要な工事でもっと制

限的な条項が必要となる場合や，……その逆に，場合によ

っては条項を多少緩和してよい場合もある。……標準示方

書を適用する場合には字句にこだわりすぎてはならず，示

方書の精神をよく理解し，必要があれば，これを適当に修

正して利用しなければならない。しかし，何らの実験研究

もしないで，単に現場の都合などにより標準示方書の条項

に背くと一般に不経済な結果となり，また重大な失敗を招

く原因となることもあることを忘れてはならない。（著者

により抜粋）」というように示方書活用の考えを述べられ

ている。この精神は，今回改訂された施工編の適用でも引

き継がれるべき内容である。

2022年制定の示方書［基本原則編］では，コンクリー

ト構造物に要求される性能を確保するためには，構造物の

設計，施工，維持管理の各段階の作業を適切に行うこと，

すなわち，設計で設定した条件を施工が満足するように，

施工で実行した条件のうち，維持管理の作業に必要な情

報が上流側から下流側の作業へと引き継がれる必要があ

ることが書かれている。図－２の構造形式選定後の設計，

施工，維持管理段階の情報の流れはこれを示したものであ

る。作業の流れでの施工の位置づけから明らかなように，

設計された構造物を施工で確実に実現することで，維持管

理によってコンクリート構造物に要求される性能が供用期

間中に確保されることになる。生産性向上や省力化が喫緊

の課題となっている現在，この施工の役割を果たすために

は，情報関連技術などの新しい技術を積極的に活用した施

工が求められているのであり，施工編の適用で新たに取り

組み引き継ぐ課題でもある。

図－２　構造形式選定後の設計，施工，維持管理段階の情報の流れ
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